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令和７年（措）第１５号 

排 除 措 置 命 令 書 

 

東京都台東区上野七丁目１１番１号 

日本交通技術株式会社 

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

 

名古屋市中村区名駅五丁目３３番１０号 

ジェイアール東海コンサルタンツ株式会社 

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

 

岐阜市薮田南三丁目１番２１号 

大日コンサルタント株式会社 

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

 

東京都渋谷区本町一丁目１３番３号 

株式会社トーニチコンサルタント 

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

 

三重県松阪市大口町１０２番地２ 

丸栄調査設計株式会社 

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

 

名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 

東海旅客鉄道株式会社 

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

 

公正取引委員会は、上記の者らに対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（以下「独占禁止法」という。）第７条第２項の規定に基づき、次のとお

り命令する。 

なお、主文、理由、別紙１及び別紙２中の用語のうち、別紙２「用語」欄に掲げ

るものの定義は、別紙２「定義」欄に記載のとおりである。 
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主    文 

１ 日本交通技術株式会社（以下「日本交通技術」という。）、

ジェイアール東海コンサルタンツ株式会社（以下「ジェイ

アール東海コンサルタンツ」という。）、大日コンサルタ

ント株式会社（以下「大日コンサルタント」という。）、

株式会社トーニチコンサルタント（以下「トーニチコンサ

ルタント」という。）及び丸栄調査設計株式会社（以下「丸

栄調査設計」という。）の５社（以下「５社」という。）

並びに東海旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東海」という。）

の６社（以下「名宛人６社」という。）は、それぞれ、次

の事項を、取締役会において決議しなければならない（丸

栄調査設計にあっては、取締役による決定をしなければなら

ない。）。 

⑴ 別紙１記載の業務（以下「特定跨線橋点検等業務」とい

う。）について、名宛人６社が、遅くとも令和３年２月１９

日以降共同して行っていた、受注すべき者（以下「受注予

定者」という。）を決定し、受注予定者が受注できるように

する行為を既に取りやめていることを確認すること。 

⑵ 今後、相互の間（ジェイアール東海コンサルタンツとＪ

Ｒ東海の間を除く。）において、又は他の事業者と共同し

て、特定跨線橋点検等業務について、受注予定者を決定し

ないこと。 

２ 名宛人６社は、それぞれ、前項に基づいて採った措置を、

名宛人６社のうち自社を除く５社（ジェイアール東海コン

サルタンツ及びＪＲ東海にあっては、日本交通技術、大日

コンサルタント、トーニチコンサルタント及び丸栄調査設

計）及び特定地方公共団体等に通知し、かつ、自社の従業

員に周知徹底しなければならない。これらの通知及び周知

徹底の方法については、あらかじめ、公正取引委員会の承

認を受けなければならない。 

３ 名宛人６社は、今後、それぞれ、相互の間（ジェイアー

ル東海コンサルタンツとＪＲ東海の間を除く。）において、
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又は他の事業者と共同して、特定跨線橋点検等業務につい

て、受注予定者を決定してはならない。 

４ ５社は、それぞれ、次の事項を行うために必要な措置を

講じなければならない。この措置の内容については、前項

で命じた措置が遵守されるために十分なものでなければ

ならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受け

なければならない。 

⑴ 跨線橋の点検業務の受注に関する独占禁止法の遵守に

ついての行動指針の作成又は改定並びに自社の役員及

び従業員に対する周知徹底 

⑵ 跨線橋の点検業務の受注に関する独占禁止法の遵守に

ついての、当該業務又は当該業務の営業に関わる役員及

び従業員に対する定期的な研修の実施並びに法務担当者

等による定期的な監査 

５ ＪＲ東海は、次の事項を行うために必要な措置を講じな

ければならない。この措置の内容については、第３項で命

じた措置が遵守されるために十分なものでなければなら

ず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けなけ

ればならない。 

⑴ 点検関連業務に関する独占禁止法の遵守についての行

動指針の作成並びに点検関連業務に従事する自社の役

員及び従業員に対する周知徹底 

⑵ 点検関連業務に関する独占禁止法の遵守についての、

点検関連業務に従事する役員及び従業員に対する定期的

な研修の実施並びに法務担当者等による定期的な監査 

６ ５社は、それぞれ、第１項、第２項及び第４項に基づい

て採った措置を、ＪＲ東海は、第１項、第２項及び前項に

基づいて採った措置を、速やかに公正取引委員会に報告し

なければならない。 

 

理    由 

第１ 事実 
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１ 関連事実 

⑴ 名宛人の概要 

ア ５社は、それぞれ、肩書地に本店を置き、富山県、長野県、岐阜県、静

岡県、愛知県、三重県又は滋賀県の区域において、特定跨線橋点検等業務

を行う者である。 

なお、５社のうちジェイアール東海コンサルタンツは、ＪＲ東海の完全

子会社である。 

イ ＪＲ東海は、肩書地に本店を置き、鉄道事業を営む者である。 

⑵ 特定跨線橋点検等業務の発注方法等 

ア 国土交通省は、平成２６年３月３１日、道路法施行規則（昭和２７年建

設省令第２５号）を改正し、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４２

条第２項及び道路法施行令（昭和２７年政令第４７９号）第３５条の２第

２項が定める道路の維持・修繕に関する技術的基準その他必要な事項とし

て、跨線道路橋について、近接目視により、５年に１回の頻度で点検を行

うことを基本とする旨を定めた（同規則第４条の５の６第１号）。これに

より、道路法第１８条第１項に規定される道路管理者は、５年に１回の頻

度で跨線道路橋の点検を行うことが義務付けられた。 

イ 前記アを契機として、特定地方公共団体等は、平成２６年以降、跨線道

路橋の点検業務を始めとした特定跨線橋点検等業務を発注していた。 

ウ 前記アを受けて、国土交通省道路局は、平成２６年１１月、ＪＲ東海に

対し、跨線道路橋の点検が円滑に進むために協力するよう要請した。 

エ ＪＲ東海は、前記ウの要請等を踏まえ、所定の期間内に跨線道路橋の点

検が確実に実施されることを目的として、５社に対して跨線道路橋の点検

業務が受注されない事態が生じないよう協力を求めた。 

オ ＪＲ東海は、特定地方公共団体等に対し、跨線橋の点検業務を行う事業

者を、ＪＲ東海が設定した条件を満たしている５社の中から選定するよう

求めていた。 

カ 前記エ及びオによって、遅くとも令和３年２月１９日から令和６年１０

月２１日までの間、５社の全部又は一部の者が、全ての特定跨線橋点検等

業務の競争入札等に参加していた。 

２ 合意及び実施方法 

名宛人６社は、遅くとも令和３年２月１９日以降、特定跨線橋点検等業務に
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ついて 

⑴ア ５社の中から受注予定者を決定する 

イ ５社のうち受注予定者以外の者は、受注予定者が受注できるように協力

する 

旨の合意の下に、 

⑵ア ＪＲ東海が、５社に、点検リストを提供する 

イ ５社は、前記アの点検リストに記載された各跨線橋に対応する欄に自社

のイニシャルを記載して返送するなどして、自社が受注を希望する特定跨

線橋点検等業務に係る跨線橋をＪＲ東海に伝える 

ウ ＪＲ東海は、前記イで５社から伝えられた受注希望を取りまとめ、当該

希望を反映した点検リストを５社に提供する 

ことなどにより、受注予定者を決定し、 

エ 受注予定者が提示する入札価格等は受注予定者が定める 

オ ５社のうち受注予定者以外の者は、競争入札等に参加しない若しくは競

争入札等を辞退する又は受注予定者が定めた入札価格等よりも高い入札

価格等を提示する 

ことにより、受注予定者が受注できるようにしていた。 

３ 実施状況 

５社は、前記２により、特定跨線橋点検等業務のほとんど全てを受注して

いた。 

４ 前記２の行為の取りやめ 

 令和６年１０月２２日、本件について、公正取引委員会が独占禁止法第４７条第

１項第４号の規定に基づく立入検査を行ったところ、同日以降、前記２⑴の合意に

基づき受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるようにする行為は取りやめら

れている。 

第２ 法令の適用 

前記事実によれば、名宛人６社は、共同して、特定跨線橋点検等業務につ

いて、受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるようにすることにより、

公共の利益に反して、特定跨線橋点検等業務の取引分野における競争を実質

的に制限していたものであって、この行為は、独占禁止法第２条第６項に規

定する不当な取引制限に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反するもので

ある。 
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また、前記の違反行為は既になくなっているが、名宛人６社については、

いずれも、独占禁止法第７条第２項第１号に該当する者であり、違反行為が

自主的に取りやめられたものではないこと等の諸事情を総合的に勘案すれ

ば、特に排除措置を命ずる必要があると認められる。 

よって、名宛人６社に対し、独占禁止法第７条第２項の規定に基づき、主

文のとおり命令する。 

令和７年１２月１９日 

 

公 正 取 引 委 員 会 

 

委員長 茶  谷  栄  治 

 

委 員 三  村  晶  子 

 

委 員 青  木  玲  子 

 

委 員 𠮷𠮷  田  安  志 

 

委 員 泉  水  文  雄 

 

注釈 《 》部分は、公正取引委員会事務総局において原文に匿名化等の処理をし

たものである。 
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別紙１ 

 

特定地方公共団体等が競争入札等の方法により発注する、ＪＲ東海の東海鉄

道事業本部（静岡支社管内を除く。）が管理する線路を跨いで架けられた橋の

点検業務及び当該業務と併せて発注される業務 
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別紙２ 

 

番号 用語 定義 

１ 特定地方公共団体等 別表記載の４４名 

２ 競争入札等 一般競争入札、指名競争入札又は見積り合わせ 

３ 跨線橋 線路を跨いで架けられた橋 

４ 点検関連業務 

ＪＲ東海の東海鉄道事業本部（静岡支社管内を除

く。）が管理する線路を跨いで架けられた橋の点検

業務に関わる事務及び設計協議に関する業務 

５ 跨線道路橋 跨線橋のうち、道路法第２条第１項に規定される橋 

６ 点検リスト 

点検業務が予定されている、ＪＲ東海の東海鉄道

事業本部（静岡支社管内を除く。）が管理する線路

を跨いで架けられた橋の名称、特定跨線橋点検等業

務を発注する地方公共団体等の名称等を記載したリ

スト 

７ 入札価格等 入札価格又は見積価格 
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別表 

 

番号 地方公共団体等の名称 

１ 富山県 

２ 長野県 

３ 飯田市 

４ 飯島町 

５ 宮田村 

６ 上松町 

７ 木祖村 

８ 大桑村 

９ 木曽町 

１０ 岐阜県 

１１ 高山市 

１２ 美濃加茂市 

１３ 各務原市 

１４ 可児市 

１５ 飛騨市 

１６ 下呂市 

１７ 垂井町 

１８ 関ケ原町 

１９ 七宗町 

２０ 浜松市 

２１ 愛知県 

２２ 名古屋市 

２３ 豊橋市 



１０ 

 

番号 地方公共団体等の名称 

２４ 岡崎市 

２５ 半田市 

２６ 春日井市 

２７ 豊川市 

２８ 刈谷市 

２９ 蒲郡市 

３０ 稲沢市 

３１ 新城市 

３２ 大府市 

３３ 三重県 

３４ 津市 

３５ 四日市市 

３６ 伊勢市 

３７ 桑名市 

３８ 鈴鹿市 

３９ 亀山市 

４０ 滋賀県 

４１ 鈴鹿市公営企業管理者 

４２ 名古屋高速道路公社 

４３ 中日本ハイウェイ・エンジニアリング東京株式会社 

４４ 中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋株式会社 

 




